
No. 推奨事業メニュー 交付対象事業の名称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業始期 事業終期

1
①食料品の物価高
騰に対する特別加
算

「のべおか生活応援商品券」配布事
業

①エネルギーや食料品価格等の物価高騰が続いており全ての家庭に大きな影響を与えていることから、国
の交付金や県の補助事業を活用し、全世帯の世帯主に対して世帯人数に応じて１人当たり１万円分の生活
応援商品券（電子版又は紙版）を配布し、市民生活の負担軽減と市内消費の下支えを図る。
②■委託料：1,037,724,000円（商品券配布・経費）
　 ■事務費：8,442,000円
③■委託料：1,260,949,000円
　（１）商品券配布（電子版又は紙券）
　10,000円×113,000人＝1,130,000,000円
　（２）電子還元ポイント（交付対象外経費）：24,000,000円
　（３）経費（郵便料など）：106,949,000円
　（（１）（３）のうち交付金計上額：1,037,724,000円）
　■事務費：8,442,000円
　（１）人件費（会計年度任用職員）：7,578,000円
　（２）その他（広告料など）：864,000円
　※その他（一般財源や補助対象外経費等）の説明
　・県補助：96,225,000円（電子還元ポイント等に充当予定）
　・一般財源：127,000,000円（商品券配布等に充当予定）
　※総事業費に係る事務費
　上記委託料及び事務費のうち、委託料（１）及び（２）以外の経費の合計（商品券相当額以外の経費として）
④令和８年１月１日に延岡市に住民登録のある全世帯の世帯主
　（60,000世帯を想定）

R8.1 R8.4以降

2

②エネルギー・食料
品価格等の物価高
騰に伴う子育て世帯
支援

私立学校等給食等緊急支援金
給付事業

①市内公立小中学校以外に通学する児童生徒について、米価及びその他の食材の価格高騰に伴う学校給
食や弁当に係る経済的負担を軽減するため、物価上昇相当額を支援することで、保護者の負担軽減を図る
（教職員の給食費は除外）。
②申請があった保護者に対して食材の価格高騰相当分を補助する。
③児童生徒１人あたり　2,520円（30円／１食×12日×７ヶ月）
　　対象児童数312人　事務費：119,000円
④尚学館小学校、尚学館中学校、聡明中学校、市外の公立及び私立中学校

R7.9 R8.3

3

⑨推奨事業メニュー
例よりも更に効果が
あると判断する地方
単独事業

市上水道未使用世帯等支援
事業

①物価高騰に直面する生活者や事業活動に深刻な影響が出ている事業者の負担を軽減するため、水道料
金の基本料金減免にあわせて上水道未使用世帯主及び事業者に対し、本市水道料金の基本料金の１ヶ月
分に相当する額を支援金として給付することで、光熱水費軽減と同様の支援を図る。
②上水道未使用世帯主及び事業者に対し、本市水道料金の基本料金の１ヶ月分に相当する額を支援金とし
て給付する（公共施設は除外）
③支援金：740件×1,300円　事務費：381,000円
④公共施設を除く上水道未使用世帯及び事業者　約740件

R7.11 R8.2

4

⑨推奨事業メニュー
例よりも更に効果が
あると判断する地方
単独事業

水道事業補助金

①水道事業における水道料金の基本料金免除による物価高騰対策事業について、水道事業会計が負担す
る額を一般会計が補助する。これにより、物価高騰による市民生活や市内事業者への影響を軽減するた
め、水道施設使用者に対し令和７年10月分の水道料金の基本料金を減免する（公共施設は除外）
②令和７年10月分の基本料金相当分
③令和７年10月分の基本料金相当分（件数：約57,600件）
④公共施設を除く本市水道施設の使用者

R7.10 R7.12

5

②エネルギー・食料
品価格等の物価高
騰に伴う子育て世帯
支援

学校給食支援金給付事業

①市内公立小中学校に通学する児童生徒について、米価及びその他の食材の価格高騰に伴う給食費の値
上げを抑制するため、学校給食調理場に対し物価上昇相当額を支援することで、保護者の負担軽減を図る
（教職員の給食費は除外）。
②学校給食調理場に対して食材の価格高騰相当分を支援する。
③児童生徒１人あたり　2,520円（30円／１食×12日×７ヶ月）
　対象児童数：8,350人（小学生：5,543人　中学生：2,807人）
④公立小中学校（42校）

R7.9 R8.3

令和７年度　第３回　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画


